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(57)【要約】
【課題】
　従来の二次元誘電泳動デバイスと比較して、細菌の濃
縮効果を高めることが可能な誘電泳動デバイスを提供す
る。
【解決手段】
　所定のギャップ幅を有する電極が形成された基板と、
基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成
する流路形成部材と、基板上の流路中途に立設された複
数の突出部材と、を備え、突出部材は電極間で発生した
電界を不均一化させることにより、流路を介して流入し
た微小誘電体に誘電泳動力を発生させることを特徴とす
る三次元誘電泳動デバイス。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定のギャップ幅を有する電極が形成された基板と、
　前記基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部材と、
　前記基板上の前記流路中途に立設された複数の突出部材と、
　を備え、
　前記突出部材は前記電極間で発生した電界を不均一化させることにより、前記流路を介
して流入した前記微小誘電体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする三次元誘電泳動
デバイス。
【請求項２】
　前記突出部材は集束プロトンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする請求
項１記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項３】
　前記突出部材は分子イオンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする請求項
１記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項４】
　前記突出部材は所定のアスペクト比を持って形成されたピラー形状であると共に、前記
基板上に所定の間隔毎に立設されることを特徴とする請求項１乃至３の何れかに記載の三
次元誘電泳動デバイス。
【請求項５】
　前記突出部材は周面に突条部を備えることを特徴とする請求項４記載の三次元誘電泳動
デバイス。
【請求項６】
　前記突出部材は周面に突起部を備えることを特徴とする請求項４記載の三次元誘電泳動
デバイス。
【請求項７】
　前記突出部材は四角柱形状であることを特徴とする請求項１乃至３の何れかに記載の三
次元誘電泳動デバイス。
【請求項８】
　前記微小誘電体は細菌であることを特徴とする請求項１乃至７の何れかに記載の三次元
誘電泳動デバイス。
【請求項９】
　所定のギャップ幅を有する電極が形成された基板と、
　前記基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部材と、
　前記基板上の前記流路中途に所定のアスペクト比を持って形成され、所定の間隔毎に立
設された複数のピラー形状部材と、
　を備え、
　前記ピラー形状部材は前記電極間で発生した電界を不均一化させることにより、前記流
路を介して流入した前記微小誘電体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする三次元誘
電泳動デバイス。
【請求項１０】
　前記ピラー形状部材は集束プロトンビーム微細加工法により形成されることを特徴とす
る請求項９記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１１】
　前記ピラー形状部材は分子イオンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする
請求項９記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１２】
　前記ピラー形状部材は周面に突条部を備えることを特徴とする請求項９乃至１１の何れ
かに記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１３】
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　前記ピラー形状部材は周面に突起部を備えることを特徴とする請求項９乃至１１の何れ
かに記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１４】
　前記微小誘電体は細菌であることを特徴とする請求項９乃至１３の何れかに記載の三次
元誘電泳動デバイス。
【請求項１５】
　所定のギャップ幅を有する電極が形成された基板と、
　前記基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部材と、
　前記流路形成部材の上面部と一体成型され、前記微小誘電体の前記流路からの漏洩を防
止する蓋部材と、
　前記基板上の前記流路中途に立設された複数の突出部材と、
　を備え、
　前記突出部材は前記電極間で発生した電界を不均一化させることにより、前記流路を介
して流入した前記微小誘電体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする三次元誘電泳動
デバイス。
【請求項１６】
　前記突出部材は集束プロトンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする請求
項１５記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１７】
　前記突出部材は分子イオンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする請求項
１５記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１８】
　前記突出部材は所定のアスペクト比を持って形成されたピラー形状であると共に、前記
基板上に所定の間隔毎に立設されることを特徴とする請求項１５乃至１７の何れかに記載
の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項１９】
　前記突出部材は周面に突条部を備えることを特徴とする請求項１８記載の三次元誘電泳
動デバイス。
【請求項２０】
　前記突出部材は周面に突起部を備えることを特徴とする請求項１８記載の三次元誘電泳
動デバイス。
【請求項２１】
　前記突出部材は四角柱形状であることを特徴とする請求項１５乃至１７の何れかに記載
の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項２２】
　前記微小誘電体は細菌であることを特徴とする請求項１５乃至２１の何れかに記載の三
次元誘電泳動デバイス。
【請求項２３】
　所定のギャップ幅を有する電極が形成された基板と、
　前記基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部材と、
　前記流路形成部材の上面部と一体成型され、前記微小誘電体の前記流路からの漏洩を防
止する蓋部材と、
　前記基板上の前記流路中途に所定のアスペクト比を持って形成され、所定の間隔毎に立
設された複数のピラー形状部材と、
　を備え、
　前記ピラー形状部材は前記電極間で発生した電界を不均一化させることにより、前記流
路を介して流入した前記微小誘電体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする三次元誘
電泳動デバイス。
【請求項２４】
　前記ピラー形状部材は集束プロトンビーム微細加工法により形成されることを特徴とす
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る請求項２３記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項２５】
　前記ピラー形状部材は分子イオンビーム微細加工法により形成されることを特徴とする
請求項２３記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項２６】
　前記ピラー形状部材は周面に突条部を備えることを特徴とする請求項２３乃至２５の何
れかに記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項２７】
　前記ピラー形状部材は周面に突起部を備えることを特徴とする請求項２３乃至２５の何
れかに記載の三次元誘電泳動デバイス。
【請求項２８】
　前記微小誘電体は細菌であることを特徴とする請求項２３乃至２７の何れかに記載の三
次元誘電泳動デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電極間の電界不均一性に基づいて発生した誘電泳動力により微小誘電体を濃
縮する誘電泳動デバイスにおいて、特に電界不均一性を誘起する三次元構造体を導入した
三次元誘電泳動デバイスに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、食品に対する安全面・衛生面に対する要求が高まるにつれ、一連の製造工程を経
て製造された食品を検査する従来の品質安全管理方式から、食品の製造工程全体の流れの
中で重要な管理ポイントを設定し、当該管理ポイントを重点的に管理するシステムである
、ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point）方式への移行が進められ
ている。
【０００３】
　ＨＡＣＣＰ方式によれば、食品の製造工程における各管理ポイント単位で安全面・衛生
面にかかる検査を実施する。したがって、例えば、製造工程の第１工程において、病原性
大腸菌やサルモレラ菌といった食中毒の原因となる細菌等が混入したとしても、第１工程
終了後に管理ポイントを設定しておくことで、当該細菌の混入を早期に発見することが可
能であると共に、当該細菌の混入で下流の製造工程が汚染されることを未然に防止するこ
とができる。
【０００４】
　このようなＨＡＣＣＰ方式では、各管理ポイントでの検査・処理回数が飛躍的に増加す
るため、高速で、且つ、高効率で低コストな細菌の菌体数計測システムが必要とされる。
これまでに知られている菌体数計測装置としては、例えば、蛍光染色した細菌の菌体数を
計測するフローサイトメトリー法を用い、当該菌体数を計測するための全工程をＭＥＭＳ
（Micro Electro Mechanical System）技術で形成した微細流路の計測部を備えた自動計
測装置が知られている。
【０００５】
　ところで、誘電泳動（ＤＥＰ：Dielectrophoresis）とは、空間に高周波数帯域の交流
電圧を印加することによって生じる不均一電界中での分極可能な物質または物体の移動で
ある。周知の電気泳動の現象とは異なり、誘電泳動力はクーロン力からの寄与を受けない
ことから、電荷を帯びない物質または物体の濃縮やマニピュレーションに対しても適用す
ることができる。そして、誘電泳動を利用した力は電界の不均一性と、電界によって誘導
された分離対象微小誘電体内での電荷の再分布との間によって生じる。
【０００６】
　このような誘電泳動力を微小誘電体としての細菌を濃縮する駆動力として適用した二次
元誘電泳動デバイスは周知の技術であり（例えば、特許文献１参照）、当該二次元誘電泳
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動デバイスを上記菌体数計測装置に適用した菌体数計測システムも実用化されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－５４５１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、従来の二次元誘電泳動デバイスにおいては、微小二次元平面に配置され
た電極間の電界不均一性に基づく誘電泳動力により、細菌を濃縮するものである。したが
って、例えば、当該微小二次元平面において細菌の濃縮が進行しない領域が存在する場合
、満足いく細菌の濃縮効果が得られないといった問題があった。
【０００９】
　本発明は、このような実情に鑑みてなされたものであり、本発明の課題は、従来の二次
元誘電泳動デバイスと比較して、細菌の濃縮効果を高めることが可能な誘電泳動デバイス
を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本願発明者らは、上記問題を解決するために鋭意研究を行った結果、ミクロンからサブ
ミクロンサイズに集束したプロトンビームによる集束プロトンビーム微細加工法、又は分
子イオンビーム微細加工法を用いて、微小二次元平面上に電界不均一性を誘発する三次元
構造体を導入することにより、細菌の濃縮効果を高めることが可能であることを見出し本
発明の完成に至った。
【００１１】
　すなわち、本願の第１の発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、所定のギャップ幅を
有する電極が形成された基板と、基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成
する流路形成部材と、基板上の流路中途に立設された複数の突出部材と、を備え、突出部
材は電極間で発生した電界を不均一化させることにより、流路を介して流入した微小誘電
体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする。
【００１２】
　第１の発明では、上記三次元誘電泳動デバイスは、基板上の流路中途に立設された複数
の突出部材を備える。したがって、微小誘電体に対する突出部材の高さ方向への実効的な
濃縮面積を増加させることができると共に、突出部材により不均一化された電界に起因す
る実効的な濃縮体積を増加させることができる。
【００１３】
　第２の発明は、第１の発明において、突出部材は集束プロトンビーム微細加工法により
形成されることを特徴とする。
【００１４】
　第２の発明では、上記突出部材は、集束プロトンビーム微細加工法により形成される。
集束プロトンビームは、同じ侵入深さの電子線に比べて横方向散乱が少ない、任意の描画
パターンを直接描画可能、イオンの侵入深さを加速エネルギーにより制御可能という特徴
を有し、Ｘ線やＥＵＶ線等で不可欠なマスクを必要とせず、低コスト、且つ、連続的に自
由度の高い微細加工を行うことができる。したがって、集束プロトンビーム微細加工法に
より突出部材を形成することで、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能とな
る。
【００１５】
　第３の発明は、第１の発明において、突出部材は分子イオンビーム微細加工法により形
成されることを特徴とする。
【００１６】
　第３の発明では、上記突出部材は、分子イオンビーム微細加工法により形成される。例
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えば、水素分子イオン（Ｈ２
＋）、プロトン化水素分子（Ｈ３

＋）等の分子イオンを分子
イオンビームとして用いると、照射表面において、照射された分子がそれぞれ２個、若し
くは３個のプロトン（Ｈ＋）に解離し、その加速エネルギーはそれぞれ１／２、若しくは
１／３に分割される。すなわち、分子イオンビームによれば、一度の照射動作に伴い、集
束プロトンビームの加速エネルギーを１／２、若しくは１／３に変更して照射した場合と
同様な効果を得ることができ、イオン加速器の加速電圧を変更することなく、異なる加工
深さの構造物を迅速に形成することができる。また、分子イオンビームは、集束プロトン
ビームと同様に、任意の描画パターンを直接描画可能、イオンの侵入深さを加速エネルギ
ーにより制御可能という特徴を有し、Ｘ線やＥＵＶ線等で不可欠なマスクを必要とせず、
低コスト、且つ、連続的に自由度の高い微細加工を行うことができる。したがって、分子
イオンビーム微細加工法により突出部材を形成することで、微小誘電体の濃縮効果を効果
的に高めることが可能となる。
【００１７】
　第４の発明は、第１乃至第３の何れかの発明において、突出部材はピラー形状であるこ
とを特徴とする。
【００１８】
　第４の発明では、上記突出部材はピラー形状であり、所定のアスペクト比を持って形成
され、これらの突出部材は所定の間隔毎に基板上に立設されている。このような構成とす
ることで、基板面に対して平行方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００１９】
　第５の発明は、第４の発明において、突出部材は周面に突条部を備えることを特徴とす
る。また、第６の発明は、第４の発明において、突出部材は周面に突起部を備えることを
特徴とする。
【００２０】
　第５の発明では、上記突出部材は周面に突条部を備える。また、第６の発明では、上記
突出部材は周面に突起部を備える。このような構成とすることにより、第４の発明におけ
る効果に加え、突出部材の表面に形成された突条部は、突出部材の実効的な密度（表面積
）を上げることができる。又、突起部によって基板面に対して垂直方向の誘電泳動力を効
果的に誘起させることができる。
【００２１】
　第７の発明は、第１乃至第３の何れかの発明において、突出部材は四角柱形状であるこ
とを特徴とする。
【００２２】
　第７の発明では、上記突出部材は四角柱形状であり、これらの突出部材は所定の間隔毎
に基板上に立設されている。このような構成とすることにより、基板面に対して平行方向
、又は垂直方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００２３】
　第８の発明は、第１乃至第７の何れかの発明において、微小誘電体は細菌であることを
特徴とする。
【００２４】
　第８の発明では、上記微小誘電体は細菌であるため、例えば、病原性大腸菌やサルモネ
ラ菌といった食中毒の原因となる細菌等を特異的に濃縮することができる。
【００２５】
　第９の発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、所定のギャップ幅を有する電極が形成
された基板と、基板上の流路中途に所定のアスペクト比を持って形成され、所定の間隔毎
に立設された複数のピラー形状部材と、を備え、ピラー形状部材は電極間で発生した電界
を不均一化させることにより、流路を介して流入した微小誘電体に誘電泳動力を発生させ
ることを特徴とする。
【００２６】
　第９の発明では、上記三次元誘電泳動デバイスは、基板上の流路中途に所定のアスペク



(7) JP 2010-187664 A 2010.9.2

10

20

30

40

50

ト比を持って形成され、所定の間隔毎に立設された複数のピラー形状部材を備える。この
ような構成とすることで、基板面に対して平行方向の誘電泳動力を効果的に誘起させるこ
とができる。その結果、微小誘電体に対するピラー形状部材の高さ方向への実効的な濃縮
面積を増加させることができると共に、ピラー形状部材により不均一化された電界に起因
する実効的な濃縮体積を増加させることができる。
【００２７】
　第１０の発明は、第９の発明において、ピラー形状部材は集束プロトンビーム微細加工
法により形成されることを特徴とする。
【００２８】
　第１０の発明では、上記ピラー形状部材は、集束プロトンビーム微細加工法により形成
されるため、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００２９】
　第１１の発明は、第９の発明において、ピラー形状部材は分子イオンビーム微細加工法
により形成されることを特徴とする。
【００３０】
　第１１の発明では、上記ピラー形状部材は、分子イオンビーム微細加工法により形成さ
れるため、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００３１】
　第１２の発明は、第９乃至第１１の何れかの発明において、ピラー形状部材は周面に突
条部を備えることを特徴とする。また、第１３の発明は、第９乃至第１１の何れかの発明
において、ピラー形状部材は周面に突起部を備えることを特徴とする。
【００３２】
　第１２の発明では、上記ピラー形状部材は周面に突条部を備える。また、第１３の発明
では、上記ピラー形状部材は周面に突起部を備える。このような構成とすることにより、
第９乃至第１１の何れかの発明における効果に加え、ピラー形状部材の表面に形成された
突条部は、ピラー形状部材の実効的な密度（表面積）を上げることができる。又、突起部
によって基板面に対して垂直方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００３３】
　第１４の発明は、第９乃至第１３の何れかの発明において、微小誘電体は細菌であるこ
とを特徴とする。
【００３４】
　第１４の発明では、上記微小誘電体は細菌であるため、例えば、病原性大腸菌やサルモ
ネラ菌といった食中毒の原因となる細菌等を特異的に濃縮することができる。
【００３５】
　第１５の発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、所定のギャップ幅を有する電極が形
成された基板と、基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部
材と、流路形成部材の上面部と一体成型され、微小誘電体の流路からの漏洩を防止する蓋
部材と、基板上の流路中途に立設された複数の突出部材と、を備え、突出部材は電極間で
発生した電界を不均一化させることにより、流路を介して流入した微小誘電体に誘電泳動
力を発生させることを特徴とする。
【００３６】
　第１５の発明では、上記三次元誘電泳動デバイスは、基板上の流路中途に立設された複
数の突出部材を備える。したがって、微小誘電体に対する突出部材の高さ方向への実効的
な濃縮面積を増加させることができると共に、突出部材により不均一化された電界に起因
する実効的な濃縮体積を増加させることができる。また、上記三次元誘電泳動デバイスは
流路形成部材の上面部と一体成型された蓋部材を備えるため、微小誘電体の流路からの漏
洩を防止すると共に、菌体数計測装置の計測部に脱着可能な計測ユニットとして適用する
ことができる。
【００３７】
　第１６の発明は、第１５の発明において、突出部材は集束プロトンビーム微細加工法に
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より形成されることを特徴とする。
【００３８】
　第１６の発明では、上記突出部材は、集束プロトンビーム微細加工法により形成される
ため、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００３９】
　第１７の発明は、第１５の発明において、突出部材は分子イオンビーム微細加工法によ
り形成されることを特徴とする。
【００４０】
　第１７の発明では、上記突出部材は、分子イオンビーム微細加工法により形成されるた
め、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００４１】
　第１８の発明は、第１５乃至第１７の何れかの発明において、突出部材はピラー形状で
あることを特徴とする。
【００４２】
　第１８の発明では、上記突出部材はピラー形状であり、所定のアスペクト比を持って形
成され、これらの突出部材は所定の間隔毎に基板上に立設されている。このような構成と
することで、基板面に対して平行方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００４３】
　第１９の発明は、第１８の発明において、突出部材は周面に突条部を備えることを特徴
とする。また、第２０の発明は、第１８の発明において、突出部材は周面に突起部を備え
ることを特徴とする。
【００４４】
　第１９の発明では、上記突出部材は周面に突条部を備える。また、第２０の発明では、
上記突出部材は周面に突起部を備える。このような構成とすることにより、第１８の発明
における効果に加え、突出部材の表面に形成された突条部は、突出部材の実効的な密度（
表面積）を上げることができる。又、突起部によって基板面に対して垂直方向の誘電泳動
力を効果的に誘起させることができる。
【００４５】
　第２１の発明は、第１５乃至第１７の何れかの発明において、突出部材は四角柱形状で
あることを特徴とする。
【００４６】
　第２１の発明では、上記突出部材は四角柱形状であり、これらの突出部材は所定の間隔
毎に基板上に立設されている。このような構成とすることにより、基板面に対して平行方
向、又は垂直方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００４７】
　第２２の発明は、第１５乃至第２１の何れかの発明において、微小誘電体は細菌である
ことを特徴とする。
【００４８】
　第２２の発明では、上記微小誘電体は細菌であるため、例えば、病原性大腸菌やサルモ
ネラ菌といった食中毒の原因となる細菌等を特異的に濃縮することができる。
【００４９】
　第２３の発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、所定のギャップ幅を有する電極が形
成された基板と、基板上に形成され、導入された微小誘電体の流路を形成する流路形成部
材と、流路形成部材の上面部と一体成型され、微小誘電体の流路からの漏洩を防止する蓋
部材と、基板上の流路中途に立設された複数のピラー形状部材と、を備え、ピラー形状部
材は電極間で発生した電界を不均一化させることにより、流路を介して流入した微小誘電
体に誘電泳動力を発生させることを特徴とする。
【００５０】
　第２３の発明では、上記三次元誘電泳動デバイスは、基板上の流路中途に所定のアスペ
クト比を持って形成され、所定の間隔毎に立設された複数のピラー形状部材を備える。こ
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のような構成とすることで、基板面に対して平行方向の誘電泳動力を効果的に誘起させる
ことができる。その結果、微小誘電体に対するピラー形状部材の高さ方向への実効的な濃
縮面積を増加させることができると共に、ピラー形状部材により不均一化された電界に起
因する実効的な濃縮体積を増加させることができる。また、上記三次元誘電泳動デバイス
は流路形成部材の上面部と一体成型された蓋部材を備えるため、微小誘電体の流路からの
漏洩を防止すると共に、菌体数計測装置の計測部に脱着可能な計測ユニットとして適用す
ることができる。
【００５１】
　第２４の発明は、第２３の発明において、ピラー形状部材は集束プロトンビーム微細加
工法により形成されることを特徴とする。
【００５２】
　第２４の発明では、上記ピラー形状部材は、集束プロトンビーム微細加工法により形成
されるため、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００５３】
　第２５の発明は、第２３の発明において、ピラー形状部材は分子イオンビーム微細加工
法により形成されることを特徴とする。
【００５４】
　第２５の発明では、上記ピラー形状部材は、分子イオンビーム微細加工法により形成さ
れるため、微小誘電体の濃縮効果を効果的に高めることが可能となる。
【００５５】
　第２６の発明は、第２３乃至第２５の何れかの発明において、ピラー形状部材は周面に
突条部を備えることを特徴とする。また、第２７の発明は、第２３乃至第２５の何れかの
発明において、ピラー形状部材は周面に突起部を備えることを特徴とする。
【００５６】
　第２６の発明では、上記ピラー形状部材は周面に突条部を備える。また、第２７の発明
では、上記ピラー形状部材は周面に突起部を備える。このような構成とすることにより、
第２３乃至第２５の何れかの発明における効果に加え、ピラー形状部材の表面に形成され
た突条部は、ピラー形状部材の実効的な密度（表面積）を上げることができる。又、突起
部によって基板面に対して垂直方向の誘電泳動力を効果的に誘起させることができる。
【００５７】
　第２８の発明は、第２３乃至第２７の何れかの発明において、微小誘電体は細菌である
ことを特徴とする。
【００５８】
　第２８の発明では、上記微小誘電体は細菌であるため、例えば、病原性大腸菌やサルモ
ネラ菌といった食中毒の原因となる細菌等を特異的に濃縮することができる。
【発明の効果】
【００５９】
　本発明によれば、従来の二次元誘電泳動デバイスと比較して、細菌の濃縮効果を高める
ことが可能な誘電泳動デバイスを提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】三次元誘電泳動デバイスの一例を説明するための上面図である。
【図２】細菌濃縮機構を構成する突出部材の周縁部を説明するための部分拡大図である。
【図３】ピラーアレイの形成方法を説明する図である。
【図４－Ａ】形成したピラーアレイのＳＥＭ像である。
【図４－Ｂ】形成したピラーアレイのＳＥＭ像である。
【図５】三次元誘電泳動デバイスによる大腸菌の濃縮効果を検討するための実験系を説明
する図である。
【図６】異なる条件下で形成したピラーアレイを適用した三次元誘電泳動デバイスによる
大腸菌の濃縮による蛍光強度の経時変化を示したものである。
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【図７－Ａ】突出部材の形状を説明する図である。
【図７－Ｂ】突出部材の形状を説明する図である。
【図８－Ａ】突条部を設けたギア形状の突出部材のＳＥＭ像である。
【図８－Ｂ】四角形の突出部材のＳＥＭ像である。
【図８－Ｃ】ひし形の突出部材のＳＥＭ像である。
【図９】三次元誘電泳動デバイスの一例を説明するための上面図である。
【図１０】細菌濃縮機構を構成する突出部材の周縁部を説明するための部分拡大図である
。
【図１１】三次元誘電泳動デバイスの一例を説明するための断面図である。
【図１２】分子イオンビーム微細加工法を説明する図である。
【図１３－Ａ】形成したアレイのＳＥＭ像である。
【図１３－Ｂ】形成したアレイのＳＥＭ像である。
【図１３－Ｃ】形成したアレイのＳＥＭ像である。
【図１４】異なる条件下で形成したアレイを適用した三次元誘電泳動デバイスによる大腸
菌の濃縮による蛍光強度の経時変化を示したものである。
【図１５】大腸菌の濃縮による蛍光強度の経時変化実験に用いたアレイのＳＥＭ像である
。
【図１６】大腸菌の濃縮による蛍光強度の経時変化実験に用いたアレイのＳＥＭ像である
。
【発明を実施するための形態】
【００６１】
　本発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、細菌を基板上で濃縮するための装置であっ
て、細菌が濃縮される場である細菌濃縮空間と、当該空間に細菌を濃縮させる細菌濃縮機
構と、を備える。当該空間と外部空間とを連通させる流路が形成されており、この流路を
通じて細菌の懸濁液、培養液、又は洗浄液等を、例えば、ペリスタポンプ等を用いて細菌
濃縮空間に導入、又は排出させることができる。
【００６２】
　そして、この流路中途には細菌濃縮機構が形成され、本発明においては、誘電泳動力を
その駆動力として用いることが特徴となっている。誘電泳動は、空間に高周波数帯域の交
流電圧を印加することによって生じる不均一電界中での分極可能な物質または物体の移動
である。周知の電気泳動の現象とは異なり、誘電泳動力はクーロン力からの寄与を受けな
いことから、電荷を帯びない物質または物体の濃縮やマニピュレーションに対しても適用
することができる。そして、誘電泳動を利用した力は電界の不均一性と、電界によって誘
導された分離対象微小誘電体（濃縮対象微小誘電体）内での電荷の再分布との間によって
生じる。ここで、不均一電場中における電極と微小誘電体との関係を考慮した場合、微小
誘電体の性質に関連して２種類の誘電泳動力の発生が考えられる。例えば、微小誘電体が
溶媒等の周囲環境よりも分極されやすい場合、微小誘電体がより高電場の領域に引っ張ら
れる誘電泳動力（正の誘電泳動力：ポジティブＤＥＰ）が観察される。一方、微小誘電体
が周囲環境よりも分極されにくい場合、微小誘電体がより弱い電場領域に向かって押され
る誘電泳動力（負の誘電泳動力：ネガティブＤＥＰ）がそれぞれ観察される。本発明の三
次元誘電泳動デバイスでは、その分離対象微小誘電体に応じてポジティブＤＥＰ又はネガ
ティブＤＥＰを適宜用いる。
【００６３】
　本発明の三次元誘電泳動デバイスにおいては、基板上の流路中途に立設された複数の突
出部材を備えており、突出部材は電極間で発生した電界を不均一化させることにより、流
路を介して流入した細菌、又は溶剤に誘電泳動力を発生させることで、細菌の濃縮効果を
高めることを特徴としている。
【００６４】
　そして、当該突出部材は、集束プロトンビーム微細加工法により形成される。集束プロ
トンビームは、同じ侵入深さの電子線に比べて横方向散乱が少ない、任意の描画パターン
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を直接描画可能、イオンの侵入深さを加速エネルギーにより制御可能という特徴を有し、
Ｘ線やＥＵＶ線等では不可欠なマスクを必要とせず、低コスト、且つ、連続的に自由度の
高い微細加工を行うことができる。
【００６５】
　また、当該突出部材は、分子イオンビーム微細加工法により形成される。分子イオンビ
ームとして、例えば、水素分子イオン（Ｈ２

＋）、プロトン化水素分子（Ｈ３
＋）等の分

子イオンを分子イオンビームとして用いると、照射表面において、照射された分子がそれ
ぞれ２個、若しくは３個のプロトン（Ｈ＋）に解離し、その加速エネルギーはそれぞれ１
／２、若しくは１／３に分割される。すなわち、分子イオンビームによれば、一度の照射
動作に伴い、集束プロトンビームの加速エネルギーを１／２、若しくは１／３に変更して
照射した場合と同様な効果を得ることができ、イオン加速器の加速電圧を変更することな
く、異なる加工深さの構造物を迅速に形成することができる。また、分子イオンビームは
、集束プロトンビームと同様に、任意の描画パターンを直接描画可能、イオンの侵入深さ
を加速エネルギーにより制御可能という特徴を有し、Ｘ線やＥＵＶ線等で不可欠なマスク
を必要とせず、低コスト、且つ、連続的に自由度の高い微細加工を行うことができる。
【００６６】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。なお、本発明は以下の記
述に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において適宜変更可能であ
る。
【００６７】
　[第１の実施形態]
　図１は、実施の形態にかかる三次元誘電泳動デバイス１の一例を説明するための上面図
であり、図２は、細菌濃縮機構を構成する突出部材の周縁部を説明するための部分拡大図
である。
【００６８】
　三次元誘電泳動デバイス１は、基板１０と、細菌濃縮機構を構成する電極素子２０、及
び突出部材３０と、を備え、当該三次元誘電泳動デバイス１はアクリル製のセルホルダー
ＣＨにセットされ使用される。また、三次元誘電泳動デバイス１には、キャピラリー４０
，４１、及び電気導線５０，５１が接続されている。
【００６９】
　基板１０としては、例えば、ガラス、シリコン、石英、またはケイ素をベースとする材
料、プラスチック類、又はポリマー等の絶縁性の固体基板を基材として用いることができ
る。そして、基材の表面改質としては、例えば、酸、プラズマ、オゾン、有機系溶剤、水
系溶剤、界面活性剤等から選択されるものを用いる工程が挙げられる。
【００７０】
　電極素子２０は、各々電気導線５０，５１に電気的に結合されており、図示せぬ交流電
源装置から一定の電気シグナルが印加される。電極素子２０としては、望ましくは金属で
構成され、例えば、金、白金、クロム、チタニウム等を用いることができる。そして、電
極素子２０はスパッタリング法、蒸着法、メッキ法のいずれかの方法により基板１０上に
形成することが可能であるが、例えば、フォトリソグラフィー法、リフトオフ法等の一般
的に電極を形成させるのに使用される他の方法を使用して形成することも可能である。な
お、図１に示すように、平板電極として基板１０上に配置する場合には、電極素子２０同
士が流路内において独立して存在していれば良く、金属等の導電性物質を基板１０上にコ
ートした後にレジスト等の絶縁薄膜で周囲を区切ることで、目的の形状の電極素子２０を
露出させる形態としても構わない。なお、図２に示すように、本実施の形態においては、
一定幅の電極ギャップ６０が形成されるように、金を基板１０上にコートした後に集束プ
ロトンビーム微細加工法で当該電極素子２０を露出させる形態としている。
【００７１】
　突出部材３０は、電極素子２０としての金電極がコートされた基板１０上に感光性レジ
スト材料を成膜後、集束プロトンビーム微細加工法、若しくは分子イオンビーム微細加工
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法により形成される。本実施の形態においては、レジスト材料として、プロトンビーム、
若しくは分子イオンビームにより露光された部分が硬化して残存するネガ型の感光性レジ
スト材料が用いられる。中でも、化学増幅型のレジスト材料（例えば、化薬マイクロケム
社製「ＳＵ－８」）を用いることで、微細かつ高アスペクト比の突出部材３０を形成する
ことができる。
【００７２】
　キャピラリー４０，４１としては、例えば、ゴム、テフロン（登録商標）等の材質を用
いることができ、細菌濃縮空間と外部空間とを連通させる流路に対して細菌の懸濁液、培
養液、又は洗浄液等を導入、又は排出させる。
【００７３】
　電気導線５０，５１は、電極素子２０と図示せぬ交流電源装置とを接続するための導線
であり、交流電源装置から出力された一定の電気シグナルを電極素子２０に印加する。
【００７４】
　次に、図３を参照して、集束プロトンビーム微細加工法による突出部材３０としてのピ
ラーが形成されたアレイの形成方法について説明する。まず、図３（ａ）において、シリ
コン（Ｓｉ）ウエハにＯ２プラズマ表面改質を施したＳｉＯ２の基板１０上に、電極ギャ
ップ長が２００μｍとなるように、Ｃｕワイヤーマスクでマスクし、金の蒸着を行うこと
で電極素子２０を形成した。
【００７５】
　そして、基板１０上に感光性レジスト材料としてのＳＵ－８を所定量滴下し、２０００
ｒｐｍでスピンコート後、６５℃×１分でソフトベーク、９５℃×３分でプリベイクを行
い、膜厚１５μｍのＳＵ－８薄膜層７０を得た（図３（ｂ））。
【００７６】
　次に、図３（ｃ）において、２００ｎｍの最小ビームサイズの集束プロトンビームを照
射することで、ＳＵ－８薄膜層７０を突出部材３０のパターンに応じて露光した。本実施
の形態においては、突出部材３０の形状は所定のアスペクト比を有するピラー形状とした
。
【００７７】
　最後に、現像液（化薬マイクロケム社製「ＳＵ－８ｄｅｖｅｌｏｐｅｒ」）で３分間、
攪拌浸漬することで現像した後、イソプロピルアルコールで１分間、浸漬することでリン
スして突出部材３０としてのピラーアレイを形成した（図３（ｄ））。
【００７８】
　図３で説明した形成方法に従って形成したピラーアレイの一例を図４－Ａ、図４－Ｂに
示す。図４－Ａは、アスペクト比１２．４、８μｍのピッチで形成したピラーアレイのＳ
ＥＭ像（１４００×１４００μｍ２）であり、図４－Ｂは、アスペクト比１２．７、１２
μｍのピッチで形成したピラーアレイのＳＥＭ像（１４００×１４００μｍ２）である。
図４－Ａ、図４－Ｂに示すように、集束プロトンビーム微細加工法におけるプロトタイピ
ングを活かし、アスペクト比、及び垂直性の高いピラーアレイを形成することが可能であ
った。
【００７９】
　なお、図３で説明した形成方法に従って、本実施の形態で形成可能なピラーアレイのピ
ラー高さ、及びピラーピッチの検討を行ったところ、ピラー高さは最大で２７．４μｍ（
アスペクト比２０．６）のピラーアレイが形成可能であった。また、ピラーピッチは５μ
ｍよりも広いピラーピッチでのピラーアレイの形成が可能であった。なお、本実施の形態
においては、最大でアスペクト比２０．６のピラーアレイを形成したが、本実施の形態に
かかるピラーアレイのピラー高さはこれに限定されるものではない。一般的な集束プロト
ンビーム微細加工法（例えば、加速器電圧３ＭＶ）によれば、形成可能なピラー高さは１
００μｍ以上であり、これは三次元誘電デバイスの最大流路高さ（一般に５０μｍ～１０
０μｍ）に対応させることが可能である。さらに、ピラーアレイのピラーピッチに関して
は、濃縮対象物のサイズ（例えば、大腸菌であれば、約１μｍ）よりも広いピラーピッチ
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であれば特に制限されるものではない。
【００８０】
　次に、形成したピラーアレイを適用した三次元誘電泳動デバイス１による細菌の濃縮効
果について検討を行った。図５は検討に用いた実験系の概略構成図である。本実験系は、
三次元誘電泳動デバイス１がセットされたセルホルダーＣＨの他に、細菌懸濁液を三次元
誘電泳動デバイス１に導入するための、ペリスタポンプ８０と、細菌懸濁液９０と、交流
電源装置１００と、オシロスコープ１１０と、ＣＣＤカメラ１２０と、ＣＣＤカメラ１２
０を制御するためのソフトウェアを備えたパーソナルコンピュータ１３０と、から構成さ
れる。
【００８１】
　このような構成の実験系を用いて、細胞浸透性シアニン核染色剤（Ｉｎｖｉｔｒｏｇｅ
ｎ社製「ＳＹＴＯ９」）で核染色した大腸菌の濃縮効果について実験を行った。まず、Ｓ
ＹＴＯ９で大腸菌を核染色し、当該大腸菌を滅菌済みＤ－マンニトール溶液に混和後、遠
心分離して細菌懸濁液９０を調整した。
【００８２】
　次に、大腸菌の菌密度をコロニーカウンタ法で測定した後、細菌懸濁液９０をペリスタ
ポンプ８０で任意流速にて送液した。そして、交流電源装置１００から発生した特定周波
数（５０ｋＨｚ）の交流電圧を電極素子２０を介して印加し、蛍光分析法により大腸菌の
濃縮効果について検討を行った。なお、大腸菌の濃縮効果は、核染色した大腸菌が濃縮さ
れることにより増加する蛍光強度（ＰＬ　Ｉｎｔｅｎｓｉｔｙ）の経時変化を指標にして
評価した。
【００８３】
　図６（ａ）は、１５．２μｍのピラー高さを有するピラーアレイの有り、無しに基づく
大腸菌の濃縮による蛍光強度の経時変化をプロットしたグラフである。図６（ａ）に示す
ように、ピラーアレイが無い場合、電圧印加開始から所定の経過時間までは、略一定の増
加速度を持って蛍光強度は増加するが、電圧印加開始から約２５０秒以降になると、蛍光
強度の増加は律速に達し、略飽和状態となった。この蛍光強度の飽和は、本実験系（ピラ
ーアレイ無し）における細菌濃縮許容量を表す指標と考えることができ、本実験系（ピラ
ーアレイ無し）によれば、凡そ１２０～１５０程度の蛍光強度を示す量の大腸菌が濃縮さ
れることになる。これに対して、ピラーアレイがある場合、蛍光強度は電圧印加開始から
略一定の増加速度を持って直線的に増加し、電圧印加開始から６００秒後には、凡そ３０
０程度の蛍光強度を示す量の大腸菌を濃縮することが可能であった。これは、ピラーアレ
イが存在することで、ピラーの高さ方向への実効的な濃縮面積の増大、及び微小平面内に
おける電界の歪みに起因する濃縮体積の実効体積が増大するために、濃縮速度、及び濃縮
量が増加したものと考えられる。
【００８４】
　図６（ｂ）は、異なるピラーピッチで形成したピラーアレイに基づく大腸菌の濃縮によ
る蛍光強度の経時変化をプロットしたグラフである。本検討に用いたピラーアレイのピラ
ーピッチは８μｍ、又は１２μｍであり、それぞれ２回実験を行った。図６（ｂ）に示す
ように、２回の実験において、ピラーピッチが１２μｍのピラーアレイよりもピラーピッ
チが８μｍのピラーアレイの方が、電圧印加開始からの蛍光強度の増加速度は速く、最終
的に電圧印加開始から６００秒後には、凡そ１０００程度の蛍光強度を示す量の大腸菌を
濃縮することが可能であった（８μｍ　ｐｉｔｃｈ＿１ｓｔ）。これは、ピラーピッチが
より狭くなるにつれ、微小平面内での電界の歪が生じ易くなり、濃縮の実効体積が増大し
たためだと考えられる。
【００８５】
　図６（ｃ）は、異なるピラー高さで形成したピラーアレイに基づく大腸菌の濃縮による
蛍光強度の経時変化をプロットしたグラフである。本検討に用いたピラーアレイのピラー
高さは８．３９μｍ、又は１５．２μｍである。図６（ｃ）に示すように、例えば、凡そ
２００程度の蛍光強度を示す量の大腸菌を濃縮するために要する経過時間について注目す



(14) JP 2010-187664 A 2010.9.2

10

20

30

40

50

ると、ピラー高さが８．３９μｍのピラーアレイが約６００秒程度必要であるのに対して
、ピラー高さが１５．２μｍのピラーアレイによれば、約３５０秒程度で濃縮することが
可能であった。これは、ピラー高さがより高くなるにつれ、ピラーの高さ方向への実効的
な濃縮面積が増大したためだと考えられる。
【００８６】
　以上のように、本実施の形態にかかる、よりピラーピッチが狭く、且つ、高さのある高
アスペクト比のピラーアレイを細菌濃縮機構に導入することで、大腸菌等に代表される細
菌の濃縮効果を高めることが可能となる。
【００８７】
　なお、本実施の形態で説明した突出部材の形状は単純なピラー形状として説明したが、
本発明では、これに限定されず、より好適な形状の突出部材を適用することも無論可能で
ある。突出部材の好適な形状として、例えば、図７－Ａの側面図（ａ）、上面図（ｂ）に
示すようなピラー周面に突条部２１０を設けたギア形状の突出部材２００、又は図７－Ａ
の側面図（ｃ）、上面図（ｄ）に示すようなピラー周面に突起部３１０を設けた傘形状の
突出部材３００等を挙げることができる。また、図７－Ｂの側面図（ａ）、上面図（ｂ）
に示すような四角柱形状の突出部材４００等も同様に挙げることができる。
【００８８】
　図８－Ａは、実際に集束プロトンビーム微細加工法により形成した、周面に突条部２１
０を設けたギア形状の突出部材２００のＳＥＭ像であり、図８－Ａ（ａ）はその上面図、
図８－Ａ（ｂ）はその側面図である。また、同様に、四角柱形状の突出部材４００の例を
示したものが図８－Ｂ（四角形）、及び図８－Ｃ（ひし形）であり、図８－Ｂ（ａ）、図
８－Ｃ（ａ）はその上面図、図８－Ｂ（ｂ）、図８－Ｃ（ｂ）はその側面図である。
【００８９】
　このように、集束プロトンビーム微細加工法によれば、様々な形状の突出部材の加工が
可能であり、当該突出部材を上記のような構成とすることで、単純なピラー形状の突出部
材では、基板面に対して平行方向にのみに作用していた誘電泳動力が、基板に対して垂直
方向にも作用することになり、細菌の濃縮効果をより向上させることが可能になると見込
まれる。
【００９０】
　また、本発明では、本実施の形態で説明した三次元誘電泳動デバイス１とは異なる構造
を有する三次元誘電泳動デバイス１’もその好適な一例として挙げることができる。図９
は、他の好適な一例である三次元誘電泳動デバイス１’の上面図、図１０は、細菌濃縮機
構を構成する突出部材の周縁部を説明するための部分拡大図、図１１は、三次元誘電泳動
デバイス１’の断面図である。
【００９１】
　三次元誘電泳動デバイス１’は、ＵＶにより露光された部分が硬化して残存するネガ型
の感光性レジスト材料（例えば、ＳＵ－８－３０２５）により形成された流路１４０，１
４１を有する。そして、突出部材３０’は当該流路中途に形成されており、三次元誘電泳
動デバイス１と同様な細菌の濃縮効果を得ることができる。
【００９２】
　なお、基板１０’に蒸着することで形成された電極素子２０’は流路内においてそれぞ
れ独立して存在しており、金属等の導電性物質を基板１０’上にコートした後にＳＵ－８
薄膜層７０’で周囲を区切ることで、目的の形状の電極素子２０’を露出させている。
【００９３】
　さらに、三次元誘電泳動デバイス１’は、図１０に示すように、ＳＵ－８薄膜層７０’
と一体形成された、例えば、ＰＥＴ等のポリマー製の蓋部材１５０を備えるため、細菌の
流路からの漏洩を防止すると共に、菌体数計測装置の計測部に脱着可能な計測ユニットと
して適用することができる。
【００９４】
　このような構成を備える三次元誘電泳動デバイス1’の作成方法について簡単に説明す
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る。まず、ＳｉＯ２基板上にＯＦＰＲ－５０００を成膜後、電極素子パターンをＵＶ露光
する。次に、金を蒸着することで電極素子２０’を形成する。
【００９５】
　次に、ＯＦＰＲ－５０００をリフトオフ後、ＳＵ－８－３０２５を成膜し、ＵＶ照射す
ることで流路パターンを形成する。次いで、ＳＵ－８－３０２５を現像し、細菌濃縮空間
としてのディフューザー部分にＳＵ－８－２０１５を成膜する。そして、集束プロトンビ
ームを照射することにより突出部材３０’に相当するパターンを露光後、現像し、最後に
ＰＥＴでＳＵ－８薄膜層７０’を封止することで三次元誘電泳動デバイス1’を作成する
。
【００９６】
　[第２の実施形態]
　次に、第２の実施形態として、分子イオンビーム微細加工法により突出部材が形成され
たアレイを適用した三次元誘電泳動デバイスについて説明する。なお、本実施形態にかか
る三次元誘電泳動デバイスは、第１の実施形態で説明した方法と略同様に作成することが
できる。したがって、本実施の形態の説明においては、主に分子イオンビーム微細加工法
による突出部材の形成方法について説明する。
【００９７】
　図１２に示すように、分子イオンビーム微細加工法は、異なる分子イオン種、すなわち
、同じエネルギーのイオンでもその質量が大きいほど進入（加工）深さが浅くなることを
利用した加工方法であり、本実施形態においては、水素分子イオン（Ｈ２

＋）、プロトン
化水素分子（Ｈ３

＋）の分子イオンを分子イオンビームとして用いた。
【００９８】
　まず、石英系のガラス基板上に、電極ギャップ長が２００μｍとなるように、Ｃｕワイ
ヤーマスクでマスクし、クロム蒸着を行うことで電極素子を形成した。
【００９９】
　そして、基板上に感光性レジスト材料としてのＳＵ－８を所定量滴下し、２０００ｒｐ
ｍでスピンコート後、６５℃×１分でソフトベーク、９５℃×３分でプリベイクを行い、
膜厚１５－２０μｍのＳＵ－８薄膜層を得た。
【０１００】
　次に、５００ｎｍの最小ビームサイズの分子イオンビームを照射することで、ＳＵ－８
薄膜層を所望する突出部材のパターンに応じて露光した。本実施形態においては、用いた
分子イオン種に基づき、その周面に１個所の突起（凸起）部が形成された突出部材、２個
所の突起（凸起）部が形成された突出部材をそれぞれ形成させた。
【０１０１】
　最後に、現像液（化薬マイクロケム社製「ＳＵ－８ｄｅｖｅｌｏｐｅｒ」）で３分間、
攪拌浸漬することで現像した後、イソプロピルアルコールで１分間、浸漬することでリン
スして突出部材を形成した。
【０１０２】
　上記形成方法に従って形成した突出部部材の一例を図１３－Ａ、図１３－Ｂ、図１３－
Ｃに示す。図１３－Ａは、分子イオン種として、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋を用い、その周面

に２個所の突起部が形成された突出部材の一例を示すＳＥＭ像であり、図１３－Ａ（ａ）
はその全体図、図１３－Ａ（ｂ）はその部分拡大図である。また、同様に、分子イオン種
として、Ｈ＋、Ｈ２

＋を用い、その周面に１個所の突起部が形成された突出部材の例を示
したものが図１３－Ｂ（円形）、及び図１３－Ｃ（四角形）であり、図３－１２（ａ）、
図１３－Ｃ（ａ）はその全体図、図１３－Ｂ（ｂ）、図１３－Ｃ（ｂ）はその部分拡大図
である。
【０１０３】
　図１３－Ａ、図１３－Ｂに示すように、分子イオン種として、Ｈ＋、Ｈ２

＋、Ｈ３
＋を

用いることで、分子イオン種の質量の大きさに基づき、１４．８μｍ（Ｈ＋）、６．６μ
ｍ（Ｈ２

＋）、３．８μｍ（Ｈ３
＋）のそれぞれ加工深さの異なる突起部が形成された突
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出部材を形成することが可能であった。
【０１０４】
　なお、本実施の形態においては、その周面に１個所の突起部が形成された突出部材、２
個所の突起部が形成された突出部材を形成したが、本実施形態にかかる突出部材の形状は
これに限定されるものではなく、分子イオンビームを構成する分子イオンの種類により適
宜変更可能である。
【０１０５】
　次に、分子イオンビーム微細加工法により突出部材が形成されたアレイを適用した三次
元誘電泳動デバイスによる細菌の濃縮効果について検討を行った。検討に用いた実験系は
、第１の実施形態で説明した実験系と略同じ実験系であり、核染色した大腸菌が濃縮され
ることにより増加する蛍光強度の経時変化を指標にして評価した。
【０１０６】
　図１４（ａ）は、図１５（ａ）に示す、突起部を有さない単純ピラーアレイ、又は図１
５（ｂ）に示す、１箇所の突起部を有する突出部材が形成されたアレイを用い、大腸菌の
濃縮による蛍光強度の経時変化をプロットしたグラフである。図１４（ａ）に示すように
、両アレイとも、電圧印加開始から所定の経過時間（凡そ１２０～１３０秒）までは、略
同程度の増加速度を持って蛍光強度が増加した。そして、凡そ１３０秒以降から、両アレ
イに蛍光強度の増加速度の違いが現れ始め、単純ピラーアレイが、４００秒経過した時点
で３５００程度の蛍光強度を示す略飽和状態に達したのに対して、１箇所の突起部が形成
された突出部材を備えるアレイでは、４００秒経過した時点で４５００程度の蛍光強度を
示した。これは、突出部材に突起部が形成されたことにより、基板面に対して垂直方向の
誘電泳動力が効果的に誘起され、微小平面内における電界の歪みに起因する濃縮体積の実
効体積が増大するために、濃縮速度、及び濃縮量が増加したものと考えられる。
【０１０７】
　図１４（ｂ）は、図１６（ａ）に示す、１箇所の突起部を有する突出部材が形成された
アレイ、又は図１６（ｂ）に示す、２箇所の突起部を有する突出部材が形成されたアレイ
を用い、大腸菌の濃縮による蛍光強度の経時変化をプロットしたグラフである。図１４（
ｂ）に示すように、電圧印加開始から所定の経過時間（凡そ３００秒）までは、１箇所の
突起部を有する突出部材が形成されたアレイの蛍光強度の増加初期速度が速いものの、そ
れ以降においては、２箇所の突起部を有する突出部材が形成されたアレイの蛍光強度の増
加速度が劇的に速くなるとともに、最終的な蛍光強度も１．２×１０４程度に至るまで増
加した。これは、突出部材に形成される突起部の数が多ければ多いほど、基板面に対して
垂直方向の誘電泳動力がより効果的に誘起され、大腸菌を捕集するための実行的な濃縮面
積が増大するためだと考えられる。
【０１０８】
　以上のように、本実施の形態にかかる、複数の突起部を有する突出部部材を備えたアレ
イを細菌濃縮機構に導入することで、大腸菌等に代表される細菌の濃縮効果を高めること
が可能となる。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明にかかる三次元誘電泳動デバイスは、食品の衛生管理システムの国際標準である
ＨＡＣＣＰシステム実施を支援するキーデバイスとなると考えられる。したがって、食の
安全のためにＨＡＣＣＰを導入しつつある日本の食品製造業界への波及効果は高いと期待
される。
【符号の説明】
【０１１０】
　１　三次元誘電泳動デバイス
　１０　基板
　１０’　基板
　２０　電極素子
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　２０’　電極素子
　３０　突出部材
　３０’　突出部材
　４０，４１　キャピラリー
　５０，５１　電気導線
　６０　電極ギャップ
　７０　ＳＵ－８薄膜層
　７０’　ＳＵ－８薄膜層
　８０　ペリスタポンプ
　９０　細菌懸濁液
　１００　交流電源装置
　１１０　オシロスコープ
　１２０　ＣＣＤカメラ
　１３０　パーソナルコンピュータ
　１４０，１４１　流路
　１５０　蓋部材
　２００　突出部材
　２１０　突条部
　３００　突出部材
　３１０　突起部
　４００　突出部材

【図１】

【図２】
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